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特定非営利活動法人 Ｒｅｌｉｇｈｔ        

 

１ 事業の成果 

 2024 年 2 月 21 日に NPO 法人 Relight を設立後、初年度は 1 か月あまりと短期間ではありましたが、
主に体制整備と広報活動（ホームページや SNS の開設・発信）に取り組みました。その一方で、法人設
立前から運営していた Relight 株式会社での活動経験を活かし、生活相談や就労・住居支援といった基幹
事業についても、件数は限られるものの一部実施することができました。具体的には、LINE や電話、来
所による生活相談への対応や、就労後のフォロー、物件提供～入居支援などを個別に行いました。次年度
から本格的な支援活動の展開を目指してまいります。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【 127 】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

(1)生活困窮者
等に対する生
活相談および
自立支援事業 

当事者が自ら相談に行け
るようにするため、公的
支援や他の NPO 法人等
の情報をホームページ上
や X（旧 Twitter）等の
SNS で発信する。 

随時 
東京都 
新宿区 
（自社） 

2名 

南関東圏
の路上生
活者、住居
喪失不安
定就労者、
生活困窮
者 

200名 0 

来社や電話、LINE などで
寄せられる生活相談を聞
き取り、就労、住居に関す
る相談支援を行う。また、
必要に応じて生活保護な
どの公的支援窓口に同行
し社会保障制度に繋げ
る。 

平日午前
１０時～
１８時 

東京都 
新宿区 
（自社） 

2名 

南関東圏
の路上生
活者、住居
喪失不安
定就労者、
生活困窮
者 

68名 78 

(2)生活困窮者
等に対する入
居 前 後 の 相
談・生活支援、
緊急シェルタ
ーの運営等の
居住支援事業 

(1)で相談後、住居喪失者
の住居確保までを伴走
し、入居後のフォローま
でを実施する。また、今日
寝るところがない相談者
に対し提供予定の、緊急
シェルターの準備を行
う。 

随時 

自社・相
談者物件
（東京・
神奈川・
千葉・埼
玉） 

2名 

南関東圏
の路上生
活者、住居
喪失不安
定就労者、
生活困窮
者 

5名 44 

(3)生活困窮者
等に対する就
労支援事業 

(1)で相談後、就労希望者
にはハローワーク等の就
労支援情報を提供し、入
社後も、仕事が続けられ
るように、LINE で連絡を
取り必要に応じて働き方
や人間関係の助言を行
う。 

平日午前
１０時～
１８時 

東京都 
新宿区 
（自社） 

1名 

南関東圏
の路上生
活者、住居
喪失不安
定就労者、
生活困窮
者 

4名 0 

(4)生活困窮者
等に対する食
糧および生活
物 資 等   
の提供事業 

寄付で食糧を集め、当団
体に来社した生活困窮者
に対し、当スタッフによ
る食糧の配布を行う。 
また、(2)の入居者に対し
必要に応じて食糧や衣類
等の支給を実施。 
 

随時 

自社・相
談者物件
（東京・
神奈川・
千葉・埼
玉） 

1名 

南関東圏
の路上生
活者、住居
喪失不安
定就労者、
生活困窮
者 

50名 5 
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（２）その他の事業                    （事業費の総費用【    】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

事業費 
（千円） 

  

  

  

 


